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特別寄稿 

      ポスト・コロナの経済社会を支える科学技術政策の在り方 

－技術効率の向上と無形固定資産としての知識ストック1－ 

                   慶応義塾大學 名誉教授 黒田 昌裕 

 

この分析は、1945年から 1980年代半ば

まで、いろいろな曲折を乗り越えながら、

歴史的にも稀有だともいえる発展を遂げて

きた日本経済が、1990年代以降、何故長

期停滞、屈折という局面を迎えなければな

らなかったのか？”という素朴な疑問から

始まっている。21世紀に入って、1960年

代から 1980年代までの発展と比較する

と、先進各国、そして日本でも、有形固定

資本の設備投資から無形固定資本投資によ

る知識ストックの蓄積へと投資の構造が変

換したという特性がみられる。そして、無

形固定資本としての研究開発や情報処理な

どの知識ストックの蓄積が産業の生産効率

の変化に与える影響が synergy、

spillover、scalability効果など、従来

の有形資本投資の技術特性とは、異なって

いる特性を持っていると指摘されている。

その技術構造の変化の本質的意味とその日

本経済の実態を踏まえて、ポスト・コロナ

の経済社会に与える影響や 21世紀の科学

技術政策の課題について、私見を述べさせ

ていただきたいと思う。 

1990 年代、バブル崩壊後 1995-2011年

の日本経済のマクロレベルでの全要素生産

性（Total Factor Productivity: TFP）の

年率成長率と基準時（2005 年）を 1.0と

したその生産性指数を描いたものが、 

図 1である。 

         

図１ 日本経済のマクロ GNP 静学 TFP 

 
1 無形資産に関しては、ソフト開発、データベース開発、研究開発、鉱物探索、芸術的創

作、デザイン開発、職員研修、市場調査など、その範囲は多岐にわたる。ここでは、研究

開発およびソフト・システム開発などの情報処理に限っている。詳細は、Corrado,Hulten 

Sichel (2005)、および 0ECD(2002,2005)等を参照されたい。 
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この期間のマクロレベルの全要素生産性

の成長率は、年率平均で-0.05%の低水準で

あり、バブル崩壊後、若干の回復をみせた

ものの、この間、2000年代初めの ITバブ

ルの崩壊、2008年リーマンショックと変

動が重なり、殆ど生産性の伸びは無かった

というのが、この観察事実である。この

1995-2011年の日本経済の観測が示す、こ

の成長パターンの屈折には、戦後の高度経

済成長を支えてきた経済特性とは、幾つか

の点で大きな構造的変化があることに注目

しなければならない。 

 

(表 1)から明らかなように、1995 年以降の

経済成長の要因分解は、人口構造の変化を

反映した労働力人口の伸びの著しい低下と

資本投入の蓄積形態の変化という特徴を示

している。資本投入は、高度経済成長を支

えてきた有形固定資本投資の伸びが低下し、

それに代わって無形固定資本投資の伸びが

拡大している。このような、資本投資の構

造変化は、20世紀後半の情報技術の進歩の

影響もあって、欧米先進諸国で共通して、

起こっている現象であり、21世紀の経済成

長を特徴づけていると、英国の二人の研究

者、J.ハスケルと S.ウェストレイクがその

著書「無形資産が経済を支配する」で、次の

ように、指摘している。 

“過去数十年にわたり、投資の性質が次第

に、だが重要な形で変化している。この変化

は、情報技術が主体ではない。新規投資はロ

ボットやコンピュータ、シリコンチップとい

った形を取ってはいない。ただしこれらすべ

 
2 Haskel J.and S. Westlake(2018), 山形浩生訳

て、物語における助演にはなっている。抜き

がたく台頭してきた投資の種類は無形投資

だ。つまりアイデア、知識、美的感覚、ソフ

トブランド、ネットワークや関係への投資

だ。“2 

 この著者らは、過去 30年にわたる投資が、

20 世紀の大量生産・大量消費を推進した有

形設備投資から無形資産投資へとその比重

を移しおり、それが 21世紀の経済社会に大

きな影響を与えていることに注目している。

そして、無形資産への投資が、①サンクコ

スト（Sunk Cost埋没費用）が大きく、それ

故にその価値の評価が難しく、売却しにく

い資産であること、②一方でその利用価値

に関しては、容易に拡張できる規模拡張

(Scalability)効果を持っていること。そし

て、③その拡張可能性は、他の利用用途へ

の波及(Spillover)効果が大きく、④他の有

形・無形投資との組み合わせで、(Synergy)

効果を持つこと、そしてこれらの特性ゆえ

(2020). Page 19. 
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に、⑤ネットワークの構築がより大きな効

果を生みだす、と指摘している。これは、20

世紀において、有形固定設備規模の拡大が、

規模の経済性を発揮させて、経済成長をリ

ードしてきた大量生産・大量消費社会の規

模効果とは明らかに異なった技術特性であ

る。確かに、GAFAと呼ばれる 21世紀を代表

する企業の世界規模の拡大は、これら無形

の知的資産投資が、新たな Global Value 

Chainの形成を加速させ、地域間相互依存の

形を変化させているという感覚とも符合し

ている。そして、その知的資産の知財管理

の重要性のついても、われわれの実感して

いるところである。 

 

1. 無形資産投資の拡大による技術効率変

化を如何に測定するか？ 

投入産出（産業連関）分析は、商品生産の

技術のリンケイジの構造とその技術進歩の

波及効果の測定の枠組みを与えている。そ

こでは、各種の商品生産活動における技術

が、その時点の生産活動における中間原材

料投入や資本・労働など本源的生産要素の

投入構造に反映されており、それが、市場

を通じて、関連する商品の生産技術間の相

互依存関係を生み出すと考えている。した

がって、体系のいずれかの商品生産で生じ

た技術革新は、その商品自身の生産効率の

みではなく、直接、間接に関連しているす

べての商品の技術効率に影響を与える。あ

る商品 1単位の生産における中間財、労働、

資本などの投入と産出の関係から導かれる

当該商品の生産性測定の指標として、全要

素生産性指標が定義される。ある商品１単

位を生産する際の生産性指標をユニット全

要 素 生 産 性 （ Unit Total Factor 

Productivity: UTFP）と呼ぶ。これは、そ

の商品自身の生産の投入と産出の関係から

導かれる。また、この時点での当該の商品

生産プロセスで、関連する各種の商品を中

間財投入として受けていることから、そこ

で関連するすべての商品の生産効率の影響

を間接的に受けることとなり、それら関連

商品の生産効率の変化をも勘案して、当該

商品１単位を、この時点で生産する際の総

合的な生産性を測定する指標を定義するこ

ともできる。これを、静学的ユニット全要

素生産性（ Static Unit Total Factor 

Productivity: SUTFP)と呼ぶ。これは、あ

る時点の当該商品の生産の技術の相互依存

関係を踏まえて、その時点で関係する商品

の生産効率を踏まえた生産性指標という意

味で、その時点の静学的な技術波及を反映

したものと考えている。更に一歩進めて、

この商品生産技術の相互依存に伴う直接

的・間接的波及は、この時点の各商品の生

産活動で用いられる資本サービスの投入に

よって支えられていると考えると、当期の

資本サービスは、各部門の過去から現在ま

での資本蓄積による資本ストックから生み

出されていることを前提とすれば、この時

点の生産性は、静学的相互依存の関係だけ

ではなく、関連するすべての部門の資本蓄

積のための投資を行った過去の時点にまで

遡って、過去の各時点の投資財の生産に体

化されている投資時点の技術にも依存して

いると考えることも必要である。それは、

過去の投資による資本蓄積を通じて、資本

に体化された過去の技術の影響も含む、動

学的波及の影響を評価する生産性指標だと

考えることができる。これを、動学的ユニ

ット全要素生産性指標 (Dynamic Unit 

Total Factor Productivity)と呼ぶ。 
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Kuroda-Nomura (2004)では、これらの生

産性指標を時系列投入産出表のデータから

測定して、高度経済成長期の日本経済の効

率性を評価することを試みた。3 そこでは、

高度経済成長期の日本経済における資本蓄

積の動学的効果を生みだした投資は、有形

固定資産の蓄積が中心であり、重化学工業

化をめざした産業構造の構築と“投資が投

資を呼ぶ”と云われた有効需要拡大の好循

環が、産業の技術効率を高め、高度経済成

長の達成に寄与したという観測事実が検出

されている。しかし、20世紀半ばからの物

質材料科学の進歩、それに支えられた情報

科学の深化が、投資構造を大きく変化させ

た。研究開発投資や情報処理投資などの無

形固定資本としての知的資産の蓄積が進み、

研究開発活動や情報処理活動によって生み

出された無形固定資産としての知識ストッ

クが、投資財に体化されて、生産部門の投

入構造、そして生産性の波及構造に影響す

るメカニズムを生みだしている。こうした

点を踏まえて、無形資産としての研究開発

や情報処理活動による無形の知識資本の拡

大が、経済体系の生産性に如何に影響して

いるか、そしてそれが、1990年代のバブル

崩壊後の日本経済に如何なる影響を与えて

いるかを検証する。 

研究開発投資については、政府および民

間非営利団体による公的研究開発投資、民

間産業としての研究開発部門の研究開発投

資、ならびに各産業部門の企業内研究開発

投資を区別して、それぞれが関連産業部門

の生産活動に係わる構造を投入産出の体系

に組み込むことを試みた。また、情報処理

活動によるソフトウェアーやシステム開発

などの情報処理関連の無形固定資産の蓄積

についても、それを推進する情報処理産業

やインターネット等の情報処理、通信関連

産業と各産業部門の企業内情報処理活動に

おける情報関連の無形固定資産の投資とを

区別して、投入産出分析の体系に組み込む

ことを試みている。（表 1）に示したように、

1995 年以降、日本経済においても、マクロ

レベルで観て、無形資産に関する投資が、

有形資産の伸びを上回る伸び率を示してい

る。(図 2)は、1995-2011年の産業別に有形

資本および企業内研究開発、企業内情報処

理活動の無形資本の投入サービス量の年率

平均成長率を比較したものである。この期

間、産業別に観ても、企業内研究開発およ

び企業内情報処理に関する無形固定資産サ

ービスへの投資の成長率が、明らかに有形

固定資産サービスへの投資の成長率を上回

っていることが観測できる。無形資産の範

囲については、フラスカティ・マヌエルに

始まり、国連の 2008年国民経済計算基準の

勧告に従い、多くの国で国民経済計算に取

りこまれている。わが国でも、研究開発支

出の資本化が検討され、2008SNA基準への改

訂が 2016年の基準改定で進められ、研究開

発支出を、従来の中間財としての扱いから、

投資財として最終需要に移され、無形の固

定資本形成として扱われるようになった。4 

 
3 Kuroda, M. and Nomura, K. (2004) 参照の

こと。 

4国民経済計算における研究開発投資の資

本化は、小林裕子(2019)を参照されたい。 
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図２ 有形・無形資本サービス有形資本サービス産業別年率成長率：1995-2011(%) 

 

図 2に掲載した、産業部門別の有形無形の

資本サービス量の成長率に関しては、資本

サービス価格を直接観測することが難しい

ことから、幾つかの前提をおいて推計して

いる。生産要素のうち労働サービスや中間

原材料の投入価格は、労働市場や原材料市

場で価格を直接的に観測できる。資本サー

ビスに関しては、レンタル市場のある自動

車や家屋などの場合を除いては、直接その

サービス量や価格を、観測できない場合が

多い。特に無形資産サービスは、その観測

は難しい。一方、有形、無形の投資額およ

びその投資財価格を観測することには、国

民経済計算に改訂を含め、幾つかの工夫が

なされている。有形・無形資本ストックを

推計し、そのサービス量が提一方、各産業

の資本コストについては、３活動を併せ

て、各産業の付加価値額のうち、営業余剰

と有形、無形資本の資本減耗引当額を合算

して、すべての資本サービスのコストの総

計をもとめることができる。これらの情報

から、それぞれの資本サービスに関して、

その有形・無形資産価値を算定する割引率

が資産間で均等化すると仮定することによ

って、割引率（資本収益率）を算定し、そ

れに基づき有形・無形の資本サービス価格

を求めることができる。その上で、総資本

コストを、有形・無形のサービスコストに

按分して、サービス量を推計している。5  

 

2. 研究開発投資および情報処理投資の 

拡大による生産性“Spillover”効果は、

あったか？ 

 
5 資本サービス量および価格の推計の詳細 については、黒田(2019)を参照のこと。 
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情報革命は、SNSや AIを通じて、社会

の情報伝搬の構造を大きく変えつつあり、

科学と社会の関係にかってない変局を齎し

ている。知識ストックからの情報処理サー

ビスと研究開発サービスとは、無形固定資

産サービスとしての共通性はあるものの、

その経済社会への影響の構造は大きく異な

っている。情報処理技術は、そのサービス

が市場財として市場経済の体系を通じて経

済構造に波及するのに対して、研究開発が

生み出す知識サービスの技術効率への影響

は、情報サービスの場合とは異なってい

る。とりわけ大学や公的研究機関への政府

の研究開発投資の配分による研究成果な

ど、公共財として、市場財としての情報処

理サービスなどの知財とは異なった性質を

有する。情報処理技術が、そのハード、ソ

フト技術を含め、市場財として知識サービ

スの普及・伝搬で産業等の効率化に寄与す

るのに対して、公的な研究開発投資は、知

的資産の蓄積であり、その知識は、社会の

知性の拡張、高揚に資するものとの考え方

が多い。近年、その知的知識が、公共財と

して提供されるばかりではなく、大学等で

生まれた知財として市場価値を生み、その

特許料やライセンス料などによって提供さ

れる場合も多くなっている。一方、企業内

研究開発活動は、その企業の主生産活動の

技術効率の上昇に寄与する一方で、市場で

評価されて、特許やライセンス料の獲得と

いう市場財としての影響も拡大している。 

ここでは、われわれの観測期間（1995-

2011 年）において、推定された産業別の

主生産活動、企業内情報処理活動、企業内

研究開発活動の技術効率を、活動別の全要

素生産性の動向で捉えて、その特性から、

3 活動間の波及に関しての動向を把握し、

日本経済の屈折の要因を探る。前述のよう

に、静学 Unit TFPは、特定の産業の商品

1単位を生産するに際しての関連するすべ

ての中間投入財の生産効率の変化を加味し

た生産効率指標である。各産業の 3活動に

ついて、各活動別の UTFPと SUTFPの年率

平均成長率を 1995-2011年で算定できる。

各産業について、３活動それぞれについ

て、UTFPと SUTFPの動向から、産業間の

生産技術の Spillover効果の程度を把握す

ることができる。Spillover 効果があれ

ば、個別の産業・活動別 UTFPの成長率に

比べて、SUTFPの成長率の方が高くなるこ

とが期待される（表 2）では、各産業の各

活動 UTFPが正値を示し、なおかつ、SUTFP

が UTFPを上回っている部門に、※印をつ

けている。 

1995-2011年の間の年率平均成長率でみ

ると、主生産活動において、UTFPが正値

で、且つ SUTFPが UTFPを上回るこの傾

向を示す産業部門は、パルプ・紙製造業と

重電・輸送機械製造業の２部門のみであ

る。主生産活動において、UTFPが正で、

生産効率が、年率平均で向上している産業

は、鉱業、光ファイバー、半導体・集積回

路、その他電子製造業、石油・石炭製品、

建設業、通信・放送、商業、インターネッ

ト、教育部門でみられるものの、これらの

産業では、波及効果を含めた SUTFPで

は、その効率は低下することになってお

り、生産性の Spillover効果は観測されて

いない。企業内情報処理活動に関しても、

UTFP が正で、且つ Spillover 効果が観測

されるのは、光・ファイバー産業のみであ

る。企業内研究開発活動に関しては、UTFP

が正で、産業間の Spillover 効果が発揮さ

れている産業部門は、この期間平均では、
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観測されていない。これは、この間の日本

産業の停滞の一つの要素が、研究開発や情

報処理などの無形固定資本投資が旺盛であ

るにも関わらず、産業間の生産性向上の

Spillover 効果として、反映されていない

ことにあることを示している。

  

（表 3）は、各産業部門の主生産活動につ

いて、1995-2010年を 5年ごとに区切っ

て、その間の UTFPと SUTFP の年率成長率

を算定したものである。1995-2000年の 5

か年の主生産活動に関する Unit TFPの成

長率は、極めて小さい。それが正値を示す

のは、鉱業、素材製造業、光ファイバー産

業、石油・石炭製品、通信・放送、商業、
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その他製造業の 7部門にすぎない。その

内、SUTFPで、産業間波及の正の効果を示

す産業は、鉱業、素材製造業の 2部門に過

ぎず、産業間波及の正の効果は、殆ど観測

されていない。2000-2005 年の 5か年で

も、自己産業の Unit TFP が上昇、かつ

SUTFPで生産効率上昇を示す産業は、その

前の 5か年に比べて多くみられるものの、

間接波及効果を含めた波及効果はまだ大き

くない。2005-2010年の 5 か年では、鉱

業、素材工業、光ファイバー、半導体製造

装置、半導体・集積回路産業、ロボット、

その他精密機械、石油・石炭産業、エネル

ギー産業、商業、インターネット業などの

UTFP は、大きくなっているものの、その

Spillover効果は、依然として小さい。

2005 年以降、1990年代のバブル崩壊の影

響は、徐々に回復の兆しはみせており、

2005-2010年では、※印の産業が多くなっ

てきている。Spillover効果は、産業間の

各活動の技術波及の大きさを示している

が、それを発揮させるのは、無形資本投資

の拡張が、各産業内での主生産と研究開

発、情報処理活動の間で、技術効の向上の

“Synergy”効果を達成しているかどうか

にも依存している。
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３. 無形資産としての企業内研究開発や

情報処理投資の主生産活動への

“Synergy”効果は？ 

 産業の活動を、その主製品の生産活動の

効率とその活動を支援する企業内での研究

開発活動と情報処理活動の 3活動に分け

て、その連携の効果に注目する。企業内研

究開発と情報処理活動は、主生産の活動を

生産効率の向上を支えるために、技術知識

の開発や各種の情報処理に伴うシステムや

ソフトウェアー等の開発を進めている。後

者の 2活動は、そうした無形の資本サービ

スを主生産部門に提供して、主生産部門の

技術効率を高めることがもとめられ、一方

その活動には、主生産部門からの研究開発

や情報処理活動に必要な設備などの有形資

本サービスの支援を受けている。これら、

3 活動が効率的に連携され、全体の生産効

率を高めることができるかどうかが、3活

動の Synergy効果の有無を決める。こうし

た、3活動の相互依存の関係が、効率的に

作動するかどうかは、その産業の技術特性

に依存しているが、ここでは、観測期間

1995-2011年において、結果として、各産

業の 3活動の間に、Synergy 効果が検出さ

れるかどうかを各産業の 3 活動間の UTFP

の相関関係から、その効果の状況を推察し

てみる。(表 4)は、各産業の活動間の UTFP

指数間の相関係数を 1995-2011年について

算定したものである。この期間の資本収益

率の時系列トレンドの方向によって、U-

Shape、上昇トレンド、不規則変動のもの

に分類して、3活動の生産性の変動傾向に

関して、その相関を求めている。企業内情

報処理や企業内研究開発が、主生産活動に

与える効果について、Synergy 効果は、活

動間の UTFPの相関係数を視る限り、明確

には認められない。 

もちろん、この観察事実は、この期間の各

産業部門の技術選択の結果を事後的に評価

したにすぎない。波及に、時間差があるこ

とも考えられ、この素朴な方法では、効果

の有無を明確に判定できない。その背後に

あるその技術特性についての研究が不可欠

であり、各産業・活動のトランス・ログ価

格関数等の測定によって、それを確認する

こと試みた。その詳細の説明は、別の機会

に譲りたいが、各産業部門の３活動の価格

関数をトランス・ログ関数によって測定し

たところ、この期間多くの産業で以下のよ

うな技術特性を共通して検出することがで

きた。トランス・ログ価格関数の定式化で

は、各活動における技術進歩の特性を、生

産要素の投入バイアス・パラメター（特定

の生産要素の価格変動にともなう、その生

産要素の投入がどのように変化するかを示

す）と技術進歩率の時系列変化の方向を示

すパラメターによって、その技術特性を捉

えている。前者は、企業内研究開発や情報

処理活動によって、それらの活動の技術効

率の向上によって、より安価なサービスが

主生産に提供される場合に、その要素を主

生産活動において、有効に活かして、主生

産活動の効率を上昇させるかどうかを示す

指標となる。その価格変動によって、それ

ぞれの投入要素を集約的に使用する性格を

持つか、それとも要素節約的な性格を持つ

かを示すパラメターが、要素投入のバイア

スを示すパラメターである。また技術進歩

の加速度を示す指標では、そのパラメター

が負であれば、技術進歩が、時間と共に加

速されることを示している。この期間での

パラメター計測によれば、各産業・活動の

技術進歩トレンドとしては、多くの産業、

活動で技術効率を向上させるというパラメ

ター特性を示すものの、有形資本および研

究開発・情報処理の無形資本サービス価格
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変化にともなう技術バイアスのパラメター

は、この３活動の間の技術効率の向上の

Synergy 効果を示す特性を示していなかっ

た。このことは、観測期間において、産業

内の３活動の技術特性として、主生産活動

と二つの企業内活動の間の技術効率拡大の

Synergy 効果は、認められず、(表４)の活

動間の生産性の相関の大きくないことは、

産業における３活動の間に、相互に生産性

をあげる積極的な技術特性が示されていな

いことと符合する。 

 

４．情報技術開発、研究開発の

Scalability 効果は 

つぎに、情報革命といわれるこの間の情

報処理技術の深化の影響を情報処理産業か

らの他産業への中間投入構造の変化によっ

て、検出することを試みよう。これは、こ

の技術進化がもたらした産業間の Synergy

効果であり、その波及の広がりの大きさに

よっては、情報技術の Scalability の大き

さを示しているとも考えることができる。

独立した産業部門としての情報産業（通

信・放送業、ソフトウェアー業、情報処理

サービス提供業など）の他産業部門への波

及効果は、市場財としての他産業の中間投

入への情報サービスという無形の知識サー

ビスの提供であると考えることができる。 

図 3-1 ～図 3-3は、通信・放送業、ソフ

トウェアー業、情報処理サービス業からの

各産業部門への実質の中間投入係数の時系

列推移をプロットしたものである。 

他産業における通信・放送部門からの中

間投入の変移を時系列でみると、電子関連

製造部門（民間用電子・電子機器、光ファ

イバー、半導体製造装置、通信機器、電子

計算機、半導体・集積回路、その他電子部

品、重電機器・輸送機械、ロボット、その

他精密機械）を除く産業部門で、通信・放

送部門からの中間財投入は、急速に拡大し

ている。それは、独立した産業としての研

究開発部門でも、その傾向は顕著であり、

通信・放送部門の提供する情報サービスの

特性を示している。一方、電子関連製造部

門では、その通信・放送部門からの中間投

入係数は、変動がみられ、必ずしも上昇傾

向は、観測できない。これは、これらの産

業内での通信・放送関連活動の企業内部化

が進んでいることによると考えられる。ソ

フトウェアー産業からの他産業への中間投

入は、先の通信・放送業とは異なり、その

投入係数は減少傾向にある部門が多い。こ

れは、パッケイジ・ソフトの普及などによ

る企業内情報処理による内部化が関連して

いるように思われる。この内部化の動きに

もかかわらず、先に示したように、企業内

情報処理活動と主生産活動に生産性拡張の
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Synergy 効果が、余り検出されていないの

は、その改善にむけての施策の必要性を暗

示しているとも云える。 

一方で、国公立・非営利 R&D部門や産業

の R&D部門など、着実に中間投入係数の拡

張の傾向がみられる部門もある。科学技術

研究の分野で、情報化、電子化の高度化が

進んでおり、研究開発の推進のソフトおよ

びシステム高度化とその開発の外部化が進

んでいることとも符合している。 

情報提供サービスのプラットフオーム化

が、我が国においても着実に進んでおり、

情報産業のプラットフームとしての役割を

明確に示している。情報産業の生産性の上

昇、情報産業を支える電子産業の高度化

が、あらゆる産業の効率化の重要な役割を

担っていることが示している。公的研究機

関、民間の研究機関の活動の活性化にも、

情報産業との連携が不可欠であり、市場を

通じたその効果の拡張に政策的な支援が不

可欠であること物語っており、この情報技

術の Scalabilityが、殆どの産業部門にお

いて発揮されている。そして、情報技術の

広がりは、設備規模の拡大による規模の経

済性という製造業の有形固定資産で想定さ

れた特性とは、異質の規模効果を持ってい

ることが判る。公共財としての政府の科学

技術知識の開発の社会への影響の波及は、

市場財としての情報処理技術の社会的影響

とは、同じ無形資本サービスであるとして

も、全く、異なっている。        

公共財としての研究開発投資は、政府の

R&D 投資として行われ、国公立大学や研究

機関、私立大学等の非営利組織の研究機関

などへの研究費として配分される。そこで

の活動が公共財としての知識ストックを生

み、民間産業の企業内研究開発や民間営利

研究機関に知的資本としての知見を伝搬さ

せ、民間部門の効率改善を促す。しかし、

その知識の伝搬は、多くは、市場財として

の取引ではなく、いわばコストレスに民間

の各主体に伝搬される。したがって、中間

財の取引のように、明示的にその影響を捉

えることは困難である。しかしながら、そ

の知識の伝搬は、その知識を利用する側の

生産向上に資する効果を持たないわけでは

ない。そして、知識サービスが、市場財と

して、特許料やライセンス料の形で、売買

される場合も多くなっている。その場合の

知財の交換や管理の仕組みを、科学技術政

策の一環として捉えることは重要である。

現在のマクロの国民経済計算上は、国内で

の交換は、財産所得に含まれており、一国

内の取引は、全体では、その売買が相殺さ

れて、明示的には、現れてこない。産業間

の売買を明示的に把握して、非公共財とし

ての性質をもつ場合には、その売買をコス

ト要素として把握して、技術構造に反映さ

せることが望ましい。一方、国際的な知財

の取引は、記録されており、近年、拡大し

ており、その管理が重要な課題となってい

る。Global Value Chainの形成の実体を

探る上で、それを明示的に捉えて、国際分

業の将来像を描くことは、喫緊の重要な政

策課題となっている。 
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図 3-１ 通信・放送サービス業から他産業への中間投入係数の時系列変化 

 

 

図 3-2 ソフトウェアー業から他産業への中間投入係数の時系列変化 
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図 3-3 情報処理サービス提供業の他産業への中間投入係数の変化 

 

4. 結びにかえて 

「1990年代のバブル崩壊後の日本経済

の経済成長パターンの構造的変化を如何

に理解したらよいのだろうか？」という

素朴な疑問から、戦後経済を牽引してき

た有形資本設備投資に代わって、特に情

報処理や研究開発投資などの無形資本投

資が旺盛になっていることに注目して、

その特性を探ってきた。無形資本投資

が、拡大しているという傾向は、我が国

ばかりではなく、欧米の先進諸国でみら

れる現象であり、その背後には、情報革

命といわれる技術革新があることも、共

通した観測事実である。しかしながら、

諸外国の成長が、無形資産投資の拡大に

よって、経済規模を拡大しているのに対

して、我が国では、その経済成長パター

ンは、屈折して、長期停滞の状況を迎え

ている。無形固定資本投資の特性といわ

れる、Spillover, Synergy, Scalability 

効果の実体は、我が国では、この期間極

めて小さかった。 

 分析枠組みは、産業連関表において、

情報処理投資や研究開発投資を資本投資

として表現する枠組みを提案して、我が

国の産業連関表を時系列で組み替えた。

その推計資料を用いて、この期間の有

形・無形資本への投資が産業の生産効率

に及ぼした影響を産業の全要素生産性

（TFP）の変化として測定することを試み
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た。また、情報処理や研究開発という無形

資産ストックを推計、その投資による知識

サービスの測定方法を提案、さらにこれら

無形固定資産への投資が、知識サービスを

拡張し、それが産業各部門、さらにはマク

ロ経済の効率化に如何に貢献するかを測定

する指標を提案して、1995-2011年の不況

期での日本経済における成果を実証的に捉

えることを試みた。 

そこで得られた観測事実は、①産業部

門別の３活動（主生産、情報処理、研究開

発）それぞれの全要素生産性(UTFP)成長率

は、1995-2011年の間、その無形資産投資

が有形資産投資の伸びを上回っているのも

関わらず、2005年以降,若干の回復をみせ

たものの、全体では低調であった。②各産

業の静学的ユニット全要素生産性(SUTFP)

の測定値は、この期間の平均年率成長率

は、各産業の UTFP成長率を下回ってお

り、これは主生産、企業内情報処理、研究

開発活動に共通して観測された。したがっ

て、無形資本のサービスが提供する生産性

の波及は、この期間の平均的生産性の伸び

率指標では、産業部門間の Spillover効果

を示していない。③各産業における 3活動

間の Synergy効果についても、この期間す

べての産業において、その生産性上昇を齎

すにはいたっていない。主生産活動の生産

性向上に、企業内の研究開発や情報処理活

動の効率向上が有効に働いていないという

症状は、この期間の経済停滞を齎した、一

つの大きな要因のように思われる。企業内

研究開発活動に関しては、公共財として知

識の蓄積の影響とは別に、その産業独自の

研究成果であり、それは本来他産業への波

及より、自産業の生産活動に資する知識の

蓄積であり、それによる自らの産業の生産

効率の拡張が、産業の競争力をつけること

となる。したがって、それは、産業の市場

での競争力の源泉であり、その知財の管理

が知財政策として、重要な課題となる。と

りわけ、情報技術という世界市場規模での

Scalability 効果をもつ技術が、その基盤

を形成しており、そこでの知財管理は、重

要性を増すであろう。④産業しての情報処

理産業からの他産業へのサービスの提供

は、情報処理サービス産業から他産業への

中間投入係数の変化によってとらえられ

る。結果は、情報革命といわれる技術の浸

透が、その他産業への中間サービスの提供

に関しては、投入係数が大きくなってお

り、情報処理サービス産業の生産性向上

は、他産業の生産効率を高めている。しか

し一部、各産業の企業内情報処理活動が拡

張される場合には、各産業での内部化が進

み結果として、情報処理業依存が低下する

場合も観測されている。その傾向は、ソフ

トウェアー業に関して顕著である。情報処

理産業のこうした観察事実は、情報処理サ

ービスの Scalabilityを象徴する特性から

生まれていると考えられる。それは、冒頭

で述べた、ハスケル等が主張する、“情報

技術は、現代社会をリードする重要な技術

であるが、それ自体が主演ではなく、助演

を演ずる重要技術”ということになる。 

以上が、現代の科学技術が、無形資産

が知識サービスの提供によって、社会の

構造的変化をもたらし、生産性の効率化

に寄与するその特性であり、1990年のバ

ブル後の日本経済の停滞、屈折は、そう

した無形資産のもつ、各種の特性を活か

しきれなかったことによって生じている

ようにおもえる。“何故、それができな

かったか？”については、今まで触れな

かった、無形資産、特に研究開発のよる

知識サービスのもう一つの特性、その

Sunk Cost(埋没費用)の高さにあるように

思える。新しい研究開発の成果の実現に
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は、大きなリスクと Sunk Cost が問題と

なる。戦後経済成長期の大量消費に裏付

けられた大量生産技術と異なり、大きな

リスクも含めて負担が要求される新しい

知識を企業化に結び付ける資本供給の体

制が、日本経済には乏しいのではないだ

ろうか？これは、Venture Capital の未

成熟のためとも云われるが、我が国の戦

後創り上げてきた、銀行融資と系列化産

業の構造という資金循環構造が、リスク

と大きな Sunk Costをともなう無形資本

への投資を消極化させているという側面

もある。これは、欧米の投資のほとんど

が、Equity Finance であることを考える

と、我が国の金融政策、産業政策の大き

な課題でもある。 

コロナの災禍は、このような日本経済

の課題に追い打ちをかけるような事態と

も伝える。第一次大戦後の大不況からの

回復は、大恐慌後のニューデール政策ま

で待たなければならなかった。その背景

には、物流・情報技術の飛躍的進化があ

り、社会・産業の地域間連携に大きな変

容を齎し、米国の州際ビジネスが拡大し

たことがあったという。それと並行し

て、スペイン風邪というパンデミックと

の戦いがあった。コロナの影響は、スペ

イン風邪を上回る災禍かもしれないが、

奇しくも、情報革命と云われる第４次産

業革命期を迎えて、科学と社会の関係を

見直す良い機会とも考えることができ

る。科学技術基本法が改正され、人文社

会科学と自然科学の融合による知識の拡

張がもとめられ、第６次科学技術計画

が、総合知の確立と Society 5.0 の実現

を提唱している。今一度、科学と社会の

共生の在り方、市場構造、経済成長の在

り方を真摯に考える良い機会のように思

えるのである。 
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